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１、はじめに
　学習指導要領改訂及び検定教科書発行の機会をとらえ、これまで小・中・高等学校の社会
科・公民科を対象として「経済教育」研究を行い、名古屋女子大学紀要として第９報に及んで
上梓してきた。本稿は、これまでの「経済教育」研究を総括し、それを踏まえて新学習指導要
領の告示を目前としたこの時期に、今後の社会科（生活科を含む）・公民科における「経済教育」
実践のための指針と改善について提案することを目的とする。
　経済のグローバル化や自由化が進展するなか、環境問題の深刻化、資源・エネルギーの枯渇、
経済格差の拡大、金利や為替レートなどの乱高下、累積債務拡大による財政破綻の危機など、
我々を取り巻く経済問題は国内外で厳しさを増すばかりである。これらの経済問題は、サミッ
トやＧ20などの国際会議を舞台として各国のリーダーが話し合うことだけで解決するものでは
ない。なぜなら、経済問題は限りある地球において約70億余の人々が各々その利己心に基づい
て経済活動をした結果生じさせるものだからである。ゆえに、未来の有権者・世論形成者であ
りこれから経済活動の主体となる子どもたち一人ひとりに、これらの困難な経済問題を解決し
持続可能な社会を形成していく力を育成することが肝要となる。だからこそ、小・中・高等学
校において経済的意思決定を通して経済問題を解決していく能力を育成する役割を担う「経済
教育」の充実が焦眉の課題となる。「教育課程企画特別部会論点整理」１）では、「２、新しい学
習指導要領等が目指す姿」の「（２）育成すべき資質・能力について」において「生産や消費
などの経済主体等として求められる力」が挙げられており、よって間近に告示が予定される新
学習指導要領が注目される。
　本稿では、（財）経済教育研究協会発足２）から蓄積されてきた先行研究を踏まえ、これまで
の「経済教育」研究を総括しつつ今後のそのあり方の指針を目標・内容・方法の観点から示す。
また、「経済教育」内容について指針に基づく教材例も提示する。次に、小・中・高等学校「経
済教育」の集大成とも位置付けられる高等学校公民科「政治・経済」に焦点化し、現行教科書
をその指針に基づいて分析し「経済教育」の改善すべき点を示す。
　2016年７月からいよいよ選挙権年齢が18歳以上へと引き下げられ、有権者になるまでの高校
卒業後2年間のモラトリアムがなくなった。戦後最大の選挙制度改革がなされた今こそ、学校
での社会科・公民科教育は自分たちのことを自分たちで決める民主主義社会を担うに相応し
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い有権者・世論形成者を育てることに一層その役割をはたさなければならない。選挙は政治マ
ターと捉えられがちであるが、政治の役割が経済的利害対立の調整であることから実は選挙の
本質は主として経済マターなのである。ゆえに、厳しい経済社会をこれから生きる子どもたち
には経済的意思決定能力が一層不可欠とされ、本稿で「経済教育」の指針や改善点を示すこと
で多少なりともその育成に資することができれば幸いである。
２、小・中・高等学校「経済教育」目標の指針
　平成18年３月、内閣府経済社会総合研究所委託調査として、（財）日本経済教育センターか
ら「経済教育に関する研究調査報告書」が出され、そこでは「経済教育」の目標を「合理的な
意思決定を行う個人を育成すること」「経済社会に対する関心を高め理解を深めること」「政策
的課題に対し自ら考え意見が述べられるようにすること」の三つとした。また、米国で経済教
育を推進してきたNational Council on Economic Education（全米経済教育協議会）３）の基本文
献である A FRAMEWORK FOR TEACHING THE BASIC CONCEPTSによれば、「経済教育」の目
標は「子どもたちが効率的に意思決定をしたり責任ある市民となったりするための準備をする
こと」とされている。さらに、オーストラリアでは、Australian Curriculum Assessment and 
Reporting Authority（オーストラリアカリキュラム評価報告機関）４）による‘the Australian 
Curriculum : Economics and Business’を要約すれば、「経済教育」の目標を「子どもたちが社
会的・経済的未来を形成したり繁栄・持続可能・公正なオーストラリア及びグローバル経済の
発展に貢献したりできるようにすること」としている。以上の国内外における「経済教育」研究・
実践などの蓄積を踏まえ、筆者自身その目標の指針を「経済の基本的概念を学ばせ、様々な経
済問題に対し合理的・倫理的に意思決定し解決しようとする責任ある市民性を育成すること」
とする。つまり、「経済教育」の目標のポイントとは「経済の基本概念の学習（知識・理解）」「経
済問題解決のための経済的意思決定能力の育成（思考・判断・技能・表現）」「責任ある市民性
の育成（関心・意欲・態度）」なのである。そして、この目標の中核である「経済問題解決の
ための経済的意思決定能力の育成」をすることは、世界第三位の経済大国日本に相応しい主権
者・世論形成者を育てたり、東西冷戦構造が終焉し主体的判断・選択や結果に対する自己責任
を迫る資本主義自由市場経済のグローバル的展開に対応したりするには不可欠なものである。
　以上の「経済教育」目標からすれば、これまで学校では経済についての知識を教えることに
力を注ぐ傾向があったが、そのような教育では全く不充分であることが理解される。経済の知
識を教えることは「経済教育」ではなくて「経済学教育」として区別され、それとは本質的に
は異なるものなのである。その経済知識も、子どもにとっての興味・関心や必要性などの観点
から充分に吟味されたものとは言い難い状況にあった。
３、小・中・高等学校「経済教育」内容の指針
　これまでの自他による教材研究・開発や授業実践、「経済教育」の先進国である米国及び筆
者の研究対象としてきたオーストラリアの教科書や教材などに依拠し、「経済教育」内容の指
針を以下の三つに要約する。
　その一つは、「経済学」としての学問的系統性や基本的経済概念を意識して構成された内容
とすることである。「経済教育」には、社会科学としての「経済学」という学問的背景が不可
欠である。「経済学」という学問に依拠しない経済的意思決定は、単なる道徳的理想論や利己的・
感情的・刹那的なものに陥りかねない。経済的意思決定には、そのトゥールとしての基本的経
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済概念や学問的系統性によって培われる経済的思考力・判断力を必要とする。そのために「経
済教育」内容では、精選された基本的経済概念の提示や「ミクロ経済」「マクロ経済」「国際経済」
などの学問的系統性のある構成を必要とする。その二つは、学習者の興味や関心を喚起させる
内容とすることである。そのための内容とは、卑近であること、学ぶ必要性を感ずること、発
見や達成の喜びを感じさせることなどと言われる。このような条件を満たす内容は、日常生活
との結びつきが強いこと、時代課題性に富んでいること、キャリア形成につながることなどが
考えられる。子どもにとって興味や関心の欠如した内容が、子どもの内に経済問題解決に意欲
的に取り組みより良い社会を形成しようとする責任ある市民性を育むとは思えない。その三つ
は、価値観の対立する葛藤的内容とすることである。意思決定すべき経済問題の本質とは、希
少な資源の効率的利用は自由競争によって実現されるという「経済合理性」と公正や平等など
は自由競争では実現されず政府の介入・計画も必要だという「経済倫理性」との葛藤である。
また、経済的意思決定とは、このトレード・オフ（あちら立てればこちら立たずの二律背反）
の関係にある「経済合理性」と「経済倫理性」を各々両端とする数直線上において、経済の語
源的由来である「経世済民（世の中をおさめ、民を救うこと）」の観点から経済社会のあり方
をどの位置にとるかを決めることである。そこでは、中学校学習指導要領「社会」での「対立
と合意」「効率と公正」や高等学校学習指導要領「公民（現代社会）」での「幸福・正義・公正」
などの概念が想起される。また、同じく指導要領に依拠するなら、今日的な「経世済民」とし
て「持続可能な社会の形成」などを認識する必要がある。
　以下の「表（１）」は、三つの「経済教育」内容の指針に基づき、拙著『経済社会を生きぬ
くためのガイドブック－経済問題の見方・考え方』（中部日本教育文化会2009年３月）を参考
に「経済教育」内容としての教材例を示したものである。５）
表（１）「経済教育」内容としての教材例
経済の三つの範疇及び教材テーマ 経済の基本的概念 教材の要点
〔Ⅰ〕　経済問題の解決のための基
盤を身に付ける
（１）　経済の本質
　－経済とは何だろうか－
希少性、機会費用とトレー
ド・オフ
「経済とは何か」という、経済問題
を考える場合の基本的視座を身に付
ける。
（２）　経済問題の本質
　－経済問題をどう考えるか－
経済主体と経済動機、経
済体制、生産性
「経済問題の本質」という、経済問
題を考える場合の基本的視座を身に
付ける。
（３）　経済政策の本質
　－政治家のウソを見抜けるか－
失業、インフレーション
とデフレーション、財政
政策、金融政策、景気変
動と景気循環
「経済政策の本質」を例として、日
本経済の将来は有権者である国民の
経済知識の有無にかかっていること
を認識する。
（４）　経済成長の本質
　－経済成長はどうあるべきか－
経済成長、国民総生産、
国民所得と三面等価の原
則
「経済成長の本質」を理解し、経済
成長のあるべき姿から日本経済の行
方について興味・関心を持つ。
〔Ⅱ〕　国内経済問題の解決につい
て学ぶ
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４、小・中・高等学校「経済教育」方法の指針
　小・中・高等学校「経済教育」の方法は、「経済の基本的概念を学ばせ、様々な経済問題に
対し合理的・倫理的に意思決定し解決しようとする責任ある市民性を育成すること」という「経
済教育」の目標を強く意識したものでなければならない。よって、「知識・理解（経済の基本
概念）」「思考・判断・技能・表現（経済問題解決のための経済的意思決定能力）」「関心・意欲・
態度（責任ある市民性）」などの諸資質が総合的かつ有機的により良く育成される「経済教育」
方法について、教育方法及び評価方法の二つの側面から述べる。
（１）「経済教育」における教育方法の指針
　「経済教育」における教育方法の指針を以下の二つに要約する。その一つは、子ども主体の
活動的な作業・体験・経験などの方法を積極的に導入することである。経済を学ぶ場合には、
各種資料の活用や作成、経済事象への観察・調査・研究、パーソナルファイナンスや就職活動
などへの疑似体験、討論・発表やボランティア活動などが、能力や関心・意欲・態度などの育
（５）　家計のやりくりと物価
　－ 右肩下がり経済の時代をどう生
きるか－
需要と需要曲線、供給と
供給曲線、市場と価格、
効用、家計の行動
右肩下がりの時代において、より良
い経済生活を営むために「家計のや
りくり」はどうあるべきかについて
学ぶ。
（６）　キャッシュレス社会化
　－ キャッシュレス社会ではお金を
どう使うか－
経済循環と交換・貨幣・
相互依存
現金からカードなどへと支払い手段
が変化する時代で予想される経済問
題への対処方法について学ぶ。
（７）　労働賃金と雇用
　－お金もうけをどう考えるか－
利潤、企業の行動
労働者の生活水準向上の方法につい
て、企業の論理や日本経済の行方と
いう側面から学ぶ。
（８）　国家財政破綻と少子高齢化
　－日本の国家財政は破綻するか－
所得の分配、政府の役割
国家財政破綻の危機がささやかれる
なか、それを回避する方法について、
少子高齢化を踏まえつつ税・社会保
障制度の側面から学ぶ。
〔Ⅲ〕　国際経済問題の解決につい
て学ぶ
（９）　貿易の本質
　－コメの自由化をすべきか－
国際経済、絶対優位と比
較優位、貿易政策、経済
統合と経済圏
貿易の本質や意義をしっかりと確認
しながら、コメの自由化を例として
貿易摩擦をどのように解決すべきか
について学ぶ。
（10）　為替レートの本質
　－円高と円安ではどちらが得か－
国際収支、為替レート
金融のグローバリゼーションが進む
なか、為替レート変動のメカニズム
を確認し、その乱高下への対処方法
について学ぶ。
（11）　南北問題と環境問題
　－環境問題は解決できるか－
南北問題、国際経済機関
環境問題は南北問題と同義であり、
そのことを前提として、人類最大の
危機である環境問題の現実的解決方
法について学ぶ。
（12）　エネルギー政策
　－エネルギーは枯渇するか－
競争と市場構造、市場の
失敗
石油価格と原発推進の因果関係を確
認しながら、市場メカニズムを前提
とした望ましいエネルギー政策のあ
り方について学ぶ。
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成に極めて効果的である。その際、アクティヴラーニング・ICT（情報コミュニケーション技
術）などの活用や産学連携を積極的に心がけたい。その二つは、小中高一貫性カリキュラムや
統合カリキュラムによりスパイラル的に教えることである。「基本的経済概念の習得」「経済的
意思決定能力」「責任ある市民性」などの資質は、小中高一貫性カリキュラムや統合カリキュ
ラムによるスパイラル的な反復・積み上げによって育まれるものである。そのために、「社会科」
「公民科」は目標・内容・方法などにおいて発展性・関連性・連続性・継続性などの一貫性を
保証する必要がある。６）また、「生活」「家庭」「総合的な学習の時間」「道徳」など様々な教育
活動と有機的な連関を図る必要もある。
（２）「経済教育」における評価方法の指針
　「経済教育」における評価方法の指針を以下の三つに要約する。その一つは、多様な評価方
法を用いることである。「経済教育」目標の達成のために必要とされる諸資質は、従来からの
ペーパー試験だけでなく発表・討論・ワークシート・レポート・小論文・面談など多様な方法
により的確な評価が可能となる。その二つは、相対評価や数値評価は避けることである。子ど
も一人ひとりの変化や実践力を評価すべきであり、そのためには「 ‐ ‐ ‐ が変化したか」
「 ‐ ‐ ‐ が達成できたか」などへの「Yes」「No」による個別絶対評価で充分である。この
ような評価は、子どもと共有することで子ども自身が自分の成長を実感できる評価ともなる。
その三つは、継続的かつ追跡的な評価を理想とすることである。目標にある「責任ある市民性」
を「市民社会の一員として持続可能な経済社会を形成することに主体的・積極的に参画してい
く意欲や態度」だとするなら、将来の経済活動やボランティア活動などへの取り組み方も評価
の対象にできたらと思う。この継続的・追跡的な評価方法を日本の教育制度で実施することは
難しい。けれども、それは「経済教育」の存在意義に関わる子どもにとって将来の経済社会で
生きて働く力になったかの検証となり、また教育する者として大切な自己の授業評価やその改
善にもつながるものである。
　　　　　５、学校における「経済教育」の改善に向けて
　　　　　　　　　－高等学校公民科「政治経済」の教科書分析に焦点化してー
（１）「経済教育」指針の観点からの高等学校公民科「政治経済」の教科書分析
　2016年７月、選挙権年齢の18歳以上への引き下げが現実のものとなり、高等学校最終学年ま
でに「国家・社会の有為な形成者」としての有権者を育てることが喫緊の課題となった。この
機会に、「社会科（生活科）」「公民科」の集大成であり高等学校最終学年で使用される可能性の
高い「政治経済」の教科書を対象として、「２」「３」「４」で示した「経済教育」目標・内容・
方法の指針からその記述の妥当性について分析を行い、その結果を受けて選挙権年齢変更の事
態を意識しつつ「経済教育」改善への提案を行う。分析対象とする教科書は、比較的採択率の
高い「東京書籍（以下、「東書」と記述）」７）「実教出版（以下、「実教」と記述）」８）「第一学習社（以下、「第
一」と記述）」９）「清水書院（以下、「清水」と記述）」10）「数研出版（以下、「数研」と記述）」11）の
五社の発行によるものとする。なお、各教科書の分析対象箇所は、高等学校学習指導要領「公民」
の「第３政治・経済、２内容の（２）現代の経済（表中では「内容（２）」と記述）」全体と「同
（３）現代社会の諸課題（表中では「内容（３）」と記述）」の経済関連部分とに限定する。
　①「経済教育」目標の指針からの分析
　「経済教育」目標（目的）12）の指針からの分析のために、「経済を学習する目的」について明
示されているかをその基準とした。「目標のない授業は授業ではない」と言われるように、目
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的についてはその明示の有無が重要である。「経済の基本的概念を学ばせ、様々な経済問題に
対し合理的・倫理的に意思決定し解決しようとする責任ある市民性を育成すること」という目
標については、定義の多様性ゆえに厳格な合致は求めなかった。だが、経済問題解決のための
意思決定能力の育成に関連する記述の有無については問うことにした。
　その結果、「東書」を除く四社については、「内容（２）」の冒頭に「経済を学習する目的」
として「経済的意思決定能力育成」に関連した記述が充分ではないけれどなされている。ただ、
生徒が「経済を学習する目的」を認識しこれからの学習への意欲を喚起するには、各社ともに
記述の仕方に工夫が欠けていると思われる。「経済教育」がこれまで充分に成果を上げてこら
れなかった大きな原因の一つは、生徒が「何のために経済を学ぶのか」を実感できなかったこ
とである。13）
　②「経済教育」内容の指針からの分析
　「経済教育」内容の指針からの分析のために、「社会科学“経済学”として必要な基本的概念の
定着への配慮」「日常生活との関わり、時代課題性、キャリア形成についての内容の多寡」「葛
藤的内容の有無」を基準とした。社会科学「経済学」としての学問的系統性については、学習
指導要領公民「政治・経済」の「３　内容の取扱い」に「マクロ経済の観点を中心に扱うこと」
などはあるが、系統性を意図した基本的概念の定着への配慮がなされているかどうかだけで判
断することにした。14）なお、基本的概念については「表（１）」に示した33項目の「経済の基
本的概念」を参考とする。15）
　各社ともに、経済的意思決定に必要とされる「経済の基本的概念」と受験に対応すべき知識
との区別がなされておらず、ゆえに精選なき知識の羅列によって社会科学「経済学」としての
学問的系統性が損なわれている。「内容（２）」については、各社に多寡の差はあるとしても、
日常生活との関わり、時代課題性、キャリア形成、葛藤的内容への配慮が不充分で、生徒の興
味・関心を喚起し意欲的に学習させる記述にはなっていない。「内容（２）」で得た知識や理解
を「内容（３）」で応用し探究させる指導要領の構造を意識し過ぎているあまり、「内容（２）」
の記述が無味乾燥で学習意欲を喪失させているように思われる。
　　　　　　表（２）高等学校公民科「政治経済」教科書の分析
　　　　　　　　　　　（「経済教育」目標・内容・方法について各指針の観点から）
目標（学習目的有無） 内容（概念・三要素・葛藤教材） 方法（活動的・一貫性）
東京書籍
「内容（２）」の「第2章　
現代の経済」の見開きに、「経
済の究極の目的は人々の生
活を豊かにすること」とし、
「豊かな社会を実現するた
めには経済のしくみを知る
ことが大切になる」と記述
されている。この記述では、
知識理解に偏重しており、
能力育成や関心・意欲など
の態度形成にまで至るには
不充分だと思われる。「機会
費用」の説明については評
価したい。
概念が網羅的であり、経済的な思考力・判断
力を養うための基本的概念の精選と定着とい
う配慮は見られない。「内容（２）」では、日
常生活とのつながりは弱く、漏れのない膨大
な知識の記述を意識してか歴史の流れに重点
を置いた説明をしているため、時代課題性が
その流れの中で埋没している。キャリア形成
につながるものは「内容（３）」で若干見られ
る程度である。葛藤的内容については、TPP
と日本の農業のように断定的な説明としたり
まとめ学習としたりしていて葛藤性が失われ、
「経済グローバル化のメリット・デメリット」
「日本の社会保障における負担と給付の関係」
「原子力発電を今後どうすべきか」の考察に
若干の可能性を見出すのみである。
「内容（２）」では、わずかに各節
の最後に活動に結びつく問題提起
（節のまとめ）をしているけれど
も、それとて本格的に活動を促し
ているようには感じられない記述
である。「内容（３）」では、「課題」
を設定するなど活動的な学習が期
待される記述ではあるが、最後の
スキルⅠ〜Ⅳは評価できるとして
も、活動を具現化し促すような記
述としては説明的に過ぎ力不足の
感がある。中学社会「公民的分野」
からの一貫性への配慮はないが、
「持続可能」への言及は見られる。
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実教出版
「内容（２）」の第1章の冒
頭部分、「経済活動とは何か」
「経済活動の意義」におけ
る経済的意思決定の方法に
関する記述については評価
できる。経済を学ぶ目的と
してこれらを記述し、生徒
の学習意欲を喚起しておき
たい。「第２編　現代の経済」
の見開きの数字に経済を学
ぶ目的の思いを込めたであ
ろうが、それで対応できて
いるとは思われない。
「内容（２）」の冒頭で、「希少性」「効用」「ト
レード・オフ」「機会費用」など基本的概念が
明示されていることは評価できるが、全体と
して質より量と感じさせる用語の羅列から、
経済的な思考力・判断力を養うための基本的
概念の定着という配慮は全く感じられない。
「時事」のコーナーを設け時代課題性に応え
ようとする意図は感じられるが、日常生活に
結び付けられておらず（時事9は例外）、また
その記述方法が説明や知識の提供に終始して
いるため、生徒の関心・意欲には結びつき難
い。「内容（３）」では、「若者の多様な働き方か、
安定した雇用か」「一律の所得保障か、勤労の
義務づけか」など、キャリア形成や葛藤教材
に資するものがいくつか見られる。
「内容（２）」においては、「時事」
「seminar」などを設けているにも
かかわらず活動を促すような配慮
はない。「内容（３）」では、各項
目の最後に「check up」があり、
活動に結びつけることが可能な記
述である。しかしながら、その記
述表現のあり方や具体的展開方法
について言及がないことなどから、
活動に積極的に取り組ませるイン
センティヴは弱いと思う。ただ、
テーマを興味・関心のあるものに
しようとする努力はうかがえる。
中学社会「公民的分野」からの一
貫性への配慮はない。
第一学習社
「第２編　現代の経済」の
見開きに記述される「経済
活動を効率性の追求といっ
た観点からだけでなく、公
正の観点からも考えなけれ
ばならない」「経済活動を持
続可能なものとする」に、
経済的意思決定能力育成に
関わる知識・理解、能力、
関心・意欲・態度などへの
配慮を感じる。ただ、「内
容（２）」の冒頭にそれが継
承・発展されていないのが
残念である。特に、経済の
定義としている「財・サー
ビスが生産され、それらが
流通し、私たちが消費する
しくみ」が物足りない。
経済的な思考力・判断力を養うための基本的
概念の定着という配慮は全く感じられない。
「内容（２）」において、日常生活との関わ
り、時代課題性、キャリア形成の内容につい
ては、充分とは言えないが記述に意欲的な取
り組みが感じられる。特に、「持続可能な社会」
という文言の記述へのこだわりや「THEME」
「FILE」などの記述内容にそれが感じられる。
葛藤教材については、「内容（３）」において
すべてのテーマの冒頭部分が葛藤的内容で問
題提起されるなど充分に配慮されていると思
われる。ただし、全体として説明に終始して
いる感があり、「内容（３）」の趣旨からして、
もう少し興味や関心及び活動意欲を喚起する
ような資料や話題を提供する必要があるよう
に思われる。
「内容（３）」において、その見開
きでの記述内容及び９つのすべて
のテーマで展開される葛藤教材と
探究課題例の提示などから、活動
を促すことに充分配慮がなされて
いると感じられる。ただ、「内容
（２）」においては、活動を促すよ
うな配慮は感じられない。中学社
会「公民的分野」からの一貫性に
ついては、意識して使用されてい
ると思われる「効率」「公正」「対
立」「持続可能」などの用語に、若
干ながらそれへの配慮の意図を感
じることができる。
清水書院
「内容（２）」の「第1章　
現代経済のしくみと特質」
の「1経済活動の基本概念」
において、実生活と関わら
せながら、また三つの直面
する経済問題としながら、
経済を学ぶ目的や経済的意
思決定について言及しよう
との試みは感じられる。そ
の点を特徴としつつも、そ
の明示の仕方が学習の目的
を認識させるには不充分で
ある。
「内容（２）」の冒頭で「経済活動の基本概念」
を設けていることに、経済的な思考力・判断
力を養うための基本的概念の定着への配慮が
ある程度感じられる。「内容（２）（３）」ともに、
日常生活との関わり、時代課題性、キャリア
形成の内容については、歴史からの説明であっ
ても知識の網羅でなく現代に力点を置いてい
ること、詳細な知識は欄外とし精選された内
容となっていること、生徒の問題に引き寄せ
ていること、現代社会の特徴を背景として記
述していることなどの工夫により、優れてい
ると感じられる。問題提起は多くなされてい
るが、葛藤的な内容とはなっていない。
「内容（３）」において、身近に感
じられる問題提起的な内容や「探
究　考えてみよう」などにより、
活動を促すよう配慮しているよう
に思われる。「内容（２）」では、
各社ともに事典的な説明に終始し
ているのに対し、若干ではあるけ
れども活動に結びつく記述が見ら
れる。中学社会「公民的分野」か
らの一貫性については、120頁の「効
率性・安定性・公平性」の項目や
「持続可能性」への言及の頻度に、
多少の配慮が感じられる。
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　③「経済教育」方法の指針からの分析
　「経済教育」方法の指針からの分析のために、「作業・体験・経験など活動的な教育方法の多
寡」「対立と合意、効率と公正、幸福、正義などの用語の有無に見る小中高一貫性への配慮」
を基準とした。活動的な教育方法は「多様な評価方法」と同義であり、それ以外の「相対評価
や数値評価の回避」「継続的かつ追跡的な評価」については「政治経済」の教科書では分析で
きない。ゆえに、活動的な教育方法は「作業・体験・経験など活動的な教育方法の多寡」とい
う教育方法のみを基準とし、評価方法については分析基準から割愛した。小中高一貫性への配
慮の基準については、「対立と合意、効率と公正、幸福、正義などの用語の有無に見る一貫性
への配慮」に、これから一貫性実現に向けて重要になると思われる「持続可能な社会」関連の
用語も加えた。
　「内容（２）」で得た知識や理解を「内容（３）」で応用し探究させる指導要領の構造ゆえに、
各社とも「内容（３）」では「調査・探究」「考察とまとめ」「話し合い」などの作業・体験・
経験的な活動を促している。ただ、その記述方法が説明的か問題提起的かなどにより、活動意
欲を掻き立てたりそれを具現化したりするに程度の差が見られる。その点では、「第一」「数研」
などの記述が比較的優れているように思われる。「内容（２）」については、「清水」の極一部
を例外としつつも各社ともに活動を促す配慮はほとんどなされていない。また、「経済教育」
では実際の経済現場での体験・経験が効果的と言われるが、各社ともにそのような活動を促す
配慮はなされていない。一貫性への配慮は各社でかなりの差が感じられるが、いずれにしろ中
学校社会「公民的分野」で「対立と合意、効率と公正」、高等学校公民「現代社会」で「幸福、
正義、公正」などの概念が用いられていることの意味を再認識する必要があろう。なお、各社
ともに記述する「持続可能な社会」関連の概念に、今後の小中高一貫性「経済教育」発展の可
能性を見出すことはできる。
（２）高等学校公民科「政治経済」の教科書分析に見る「経済教育」の改善
　「２」「３」「４」で示した「経済教育」目標・内容・方法の指針に基づき、小・中・高等学
校の集大成としての高等学校公民科「政治経済」の教科書分析を踏まえ、21世紀を有権者・世
論形成者として生きる子どもたちに経済的意思決定能力を育てるための「経済教育」の改善点
を以下に五つ示す。
　その一つは、「経済的意思決定能力の育成」という経済を学ぶ目的を明確に示すことである。
何のために学ぶのかが明確でないところに、学ぶ必要性や発見・達成の喜びを感じることは出
来ない。米国やオーストラリアの教科書では、例外なく最初にそれが明示されている。なお、「経
数研出版
「内容（２）」の「第２編　
第１章　第１節　経済活動
の意義と経済体制」におい
て、経済を学ぶ目的や経済
的意思決定に関連する記述
が適切かつ明確であるよう
に感じられる。経済を学ぶ
目的については経済問題の
課題として記述され、経済
的意思決定については「経
済的選択」や「純便益を最
大にすること」などとその
エッセンスが的確に記述さ
れている。
経済的な思考力・判断力を養うための基本的
概念の精選及び定着への配慮は弱いが、五社
のなかで唯一「ミクロ経済」「マクロ経済」と
いう概念に言及しており学問の系統性への配
慮が感じられる。日常生活との関わり、時代
課題性、キャリア形成、葛藤的内容については、
「内容（２）」では身近に引き寄せることがで
きておらず、葛藤的な内容にも答えを受動的
に与えるなど不充分である。けれども、「内容
（３）」では、葛藤的かつ卑近なテーマ、「考
えてみよう」で提起された問題の質など、各々
いずれの点をも満たす優れた記述だと判断さ
れる。「第３編」の冒頭にある見開き２頁の記
述も秀逸である。
「内容（２）」においてすべての項
目に問題提起がなされているが、
その後の説明が答えとなっており
考察にはつながり難い。「内容（３）」
においては、葛藤的内容や興味・
関心の持てる「考えてみよう」で
の問題提起など、活動に結びつく
ように配慮されていると感じられ
る。「効率」「対立」「合意」「平等」
「公平」「持続可能」などが頻出し
ており、中学社会「公民的分野」
からの一貫性を五社のなかで最も
強く意識した記述になっていると
思われる。
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済的意思決定能力の育成」について、生徒の学習意欲が喚起されるような記述表現を工夫する
ことが必要であることは言うまでもない。その二つは、「経済的意思決定能力」を保証する経
済の基本的概念を定着させることである。そのためには、概念を精選し様々な経済問題解決に
どのような概念がどのように利用されたかを繰り返し示したい。米国やオーストラリアの教科
書がそうであるのに対し、日本の教科書は受験への対応が優先され膨大な用語が事典のように
一回限り説明され、それらは時として経済新聞より難解で興味が持てない。もちろん、精選さ
れた基本的概念をトゥールとした経済的意思決定能力など育つはずもない。その三つは、経済
現場を活用して体験・経験的に学ぶことである。それが疑似体験であっても、「経済教育」で
は実際の経済現場での体験・経験が効果的だと言われる。けれども、「内容（３）」ですら教科
書検定ゆえに指導要領に列挙された項目に支配され過ぎ、チャレンジ精神や創意工夫の不足を
感じ、どの教科も金太郎飴的な印象を免れられない。オーストラリアでは履歴書の書き方や面
接の心得など本格的な疑似体験的就活、米国では貯蓄・投資・年金など将来を見通した金銭管
理（パーソナルファイナンス）など体験・経験的であり、それが学ぶ目的や意義を実感できる
ことにもつながっている。検定に対応しつつも、知恵を絞って教科書に大胆な体験・経験学習
を導入すべきである。その四つは、小・中・高等学校一貫性「経済教育」を推進することであ
る。有権者・世論形成者としても必要な経済的意思決定能力は一朝一夕には育たず、小学校か
ら高校へとの一貫性カリキュラムによるスパイラル的積み上げでこそ可能となる。16）日本の「経
済教育」の弱点でもある一貫性は端緒についたばかりであり、経済的意思決定能力の重要な概
念である中学校の公民的分野における「対立と合意」「効率と公正」も小・高へとは広がらない。
その可能性を持った現代社会における「幸福・正義・公正」の概念であったが、次期指導要領
改訂で現代社会は消滅し必修新科目「公共」となる。「公共」にそれが受け継がれること、「政治・
経済」にも一貫性への配慮が見られること、小学校へと広がりを見せることなどを今後に期待
したい。なお、「持続可能な社会の形成に参画する力」に関連する概念に今後一貫性の可能性
を感じるが、このことは経済活動における人類の共通見解ではないかと思われるものである。
その五つは、教員の資質を向上させることである。何にも増して「経済教育」担当教員の資質
の有無がその成果を左右するのは言うまでもないことだが、「表（３）」に示された「経済教育」
担当教員へのアンケート調査によれば、多くの教員が「経済とは何か」の正しい認識すらない
ままに授業を行っている実状がある。改善を要するのはまずもって教員の資質であり、経済現
場での体験的研修、教員免許取得条件や教員免許更新講習での経済履修の義務強化など、教員
研修や養成のあり方が課題である。長く大学教育に携わり教員養成をしてきた者として反省と
表（３）「経済教育」担当教員へのアンケート結果（1994年実施）17）
「経済教育」担当教員へのアンケート結果（1994年実施）
サンプル数：小学校教員107、中学校教員41、高等学校教員47
　　質問１　経済（学）についてのおよそのイメージをお持ちですか
　　　　　　　　Ａ、はい　55.9％　　　Ｂ、いいえ　44.1％
　　質問２　「はい」と答えた方は、そのイメージとして以下のどれに近いものをお持ちですか
　　　Ａ、お金のやりくり　11.9％　Ｂ、資源の有効な利用の仕方　14.7％
　　　Ｃ、社会的弱者の救済　8.3％　Ｄ、財・サービスの売買　51.4％　Ｅ、その他　13.8％
〈注〉経済学の主流をなす新古典派経済学では「Ｂ」を経済学の本質だと定義している
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自戒を込めて述べるなら、教員免許取得のために経済関連科目の講義を担当する者としてどれ
だけ現場の教育内容や実態を知りそれを踏まえて教えてきたかも問われるところである。18）
６、おわりに
　日本は経済の斜陽化が進みつつあると言われるが、年間GDPは500兆円、国民の保有する金
融資産は1,700兆円、外貨準備高は100兆円以上という世界第３位の経済大国である。また、1,000
兆円の財政赤字の行方が世界を静かに震撼させるなど、日本の経済動向は世界の経済動向に大
きな影響を与えている。だからこそ、これほどのプレゼンスを持つ日本経済を有権者・世論形
成者として未来に支える子どもに対し、これからしっかりと「経済教育」を実践し経済的意思
決定能力の育成に努める必要がある。つまり、利己的・感情的・刹那的な思考やマス＝メディ
ア・企業などの悪しき面に振り回されることなく、「経世済民（持続可能な社会の形成）」の観
点から適切な経済政策の決定に参画できる人材の育成は焦眉の課題なのである。再度、「戦後
最大の選挙制度改革がなされ、選挙権年齢が18歳以上へと引き下げられたことで有権者になる
までの高校卒業後2年間のモラトリアムがなくなった今こそ、国挙げて本気で取り組むべき課
題だ」と、新学習指導要領告示を間近に控えたこの時期に主張しておきたい。
　最後に、本稿は筆者の主張する「経済教育」の指針からの教科書分析によるもので、分析結
果によって各社教科書の優劣を主張するものではないことを付記しておく。
［注］
１）文部科学省教育課程企画特別部会、平成27年８月26日。
２） 1968年に「経済教育の充実・発展に資することを目的」として経済同友会の支援により発足した財団法人。
ただし、日本で後れていた「経済教育」を推進させる大きな役割をはたしつつも、1998年末に会員数の減
少や経済同友会の意向などにより閉鎖となった。
３） 2008年よりCEE（経済教育協議会）となり、米国の経済教育推進の中心的団体となってきた。1992年まで
はJCEE（経済教育合同協議議会）と呼ばれた。
４） オーストラリアの21世紀の教育のためのナショナルカリキュラム作成を担う独立機関。教育・学校関係者
だけでなく一般市民などを含み、教育について情報や意見などを収集しナショナルカリキュラムの作成を
手がけている。ACARAの詳細については、http://www.acara.edu.au/default.aspを検索されたい。
５） 「表（１）」は、平成19・20年度名古屋女子大学特別研究助成費を受けて作成した教育現場への啓発用パン
フレット「子どもたちに経済を教えよう―「経済教育」のガイドライン―」に初出したものを、大幅に加筆・
削除・修正して作成したものである。
６） 一貫性教育の意味の詳細については、『小・中・高一貫の公民形成カリキュラム研究・開発と実践』（魚住
忠久、西村公孝編、中部日本教育文化会、1994年９月１日）を参照されたい。
７）間宮陽介他『政治・経済（政経302）』東京書籍、平成28年２月10日。
８）宮本憲一他『高校政治・経済（政経303）』実教出版、平成28年１月25日。
９）三浦軍三他『高等学校政治・経済（政経301）』第一学習社、平成28年２月10日。
10）中村研一他『高等学校現代政治・経済（政経306）』清水書院、平成28年２月15日。
11）岩田一政他『高等学校公民科用政治・経済（政経308）』数研出版、平成28年１月10日。
12）授業者の立場からは目標、学習者の立場からは目的とここでは使い分けた。
13） 大学での「教科に関する科目」「全学共通科目」などで経済関連科目を履修した教職を目指す学生から、小
中高等学校と経済を学習してきた経験を聞くたびこの点を痛感する。
14） 中学校学習指導要領「社会（公民的分野）」ではミクロ経済学、高等学校学習指導要領「公民（政治経済）」
ではマクロ経済学及び国際経済学を中心としており、両指導要領の中高一貫したカリキュラム構造により
学問的系統性は保たれているとも判断される。
15） 「表（１）」に示した33項目の「基本的経済概念」は、参考文献にも示した米国の‘A FRAMEWORK FOR 
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TEACHING THE BASIC CONCEPTS’やオーストラリアの‘The Australian Curriculum Humanities and Social 
Science, Economics and Business’などを基に、経済的意思決定の背景となる経済的思考力・判断力を培う
に必要なトゥールや学問的系統性との観点から抽出・作成した。
16）注６）を参照のこと。
17） 「表（３）」は、平成19・20年度名古屋女子大学特別研究助成費を受けて作成した教育現場への啓発用パン
フレット「子どもたちに経済を教えよう―「経済教育」のガイドライン―」での「図表１」を加筆・修正
したものである。
18） 経済教育学会の2014年春季研究集会において、「国の累積債務1,000兆円時代における税教育理論の構築と
カリキュラム開発」のテーマでパネルディスカッションが行われた。多くの学会員はもともと教育より経
済そのものに対する関心が高く、ゆえに議論が税教育はどうあるべきかではなく、誰も確信や根拠が持て
ない日本の国家財政破綻の可能性に終始した。経済教育学会員の一人であり発表者の一人でもあった筆者
として、自身の発表の稚拙さを反省しつつも本ディスカッション結果に失望させられた。
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